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航　空　と　電　子　工　学

野　　村　　民　　也

1．　緒　　論

　今次の大戦を契期として，航空と電子工学とは切って

も切れない関係が生れたようである．以前，航空機の無

線設備は，普通の通信装置とラジナ・U“e－＝ソの程度で

しかなかったものが，現在ではPPI（Plan　Position　Indi・

cation）レーダーを初めとして，　Loran（Long　Range　Na．

vigationいわゆる双曲線航法．いくつかの標点から送ら

れる電波の伝播時間差により位置を算出する方法．同様

の目的のものにDecca　Systemというのもある．），　ADF

（Automatic　Direction　Finding）等多くの装備が，航行

の補助をなすものというよりは，むしろ，航行の主導を

つかさどるものとして不可欠の要素と考えられるに至っ

ている・こうした航行用の装備のほか，GCA（Ground

Controlled　Approach）等や一連の自動操縦機構を含む計

器着陸（Instrument　Landing）装置が電子工学の総合技

術の成果として開発され，航行の安全確保に寄与してい

る．電子工学技術の急速な進歩，なかんつく，一連の部

品の小型，軽量化と材料の発達は，高層へ，高速へと発展

する航空に多くの寄与をなす可能性を蔵している．現在

でも航空は電子工学の占める分野を除外しては仕事にな

らない状態であるといわれているが，この方面に応用さ

れる電子工学自体も航空ということを念頭においた見地

から，新らしい開発研究が行われねばならないとされて

いる．両者は緊密に関連すべきものとして，かかる方面

での電子工学の果す役割を，航空電子工学（Avionics）

と呼ぶ新らしい技術体系で纏めようという機運にあるこ

とは，別に説かれているとおりである．

　ロケットの実用化が著しい進展を見せている昨今で

は，電子工学の果すべき役割がさらに大きくts　・J，てきて

いる．その著しい例は，テレメータ（遠隔測定），テレコ

ソトP一ル（遠隔制御）を含む自動操縦，誘導の問題で

ある．

　Ptケットは基礎的な研究手段としても，高層気象その

他に関連して，気圧，温度，大気密度などの資料を集め

たり，風向，風速，太陽の軒射エネルギー，空気の組成

等の測定に用いられている．電波伝播に密接に関連する

ものとして，電離層，地磁気等の測定も，直接高々度の

Pケット飛翔によって多くの成果が挙っており，また，

宇宙線の研究にも有力な手段になっている．（1）こうした

測定に必要な計測器の運搬手段としての役割以外にも，

ロケットには多くの新らしい応用の可能性が期待されて

いるが，元来，ロケットの飛翔は超音速，高加速度の運

動として構造的にもまた操縦制御の抜術的にも未開発の

問題が少なくない．そのあるものは実験室的手段によっ

て解決の手懸りは得られるであろうが，結局は実際の飛

翔実験によって資料を得ることが不可欠になってくる．

運動情況の諸資料も，また，大気高層部の諸現象も，適

当な装置をロケットに整載することによって測定するこ

とは可能であるが，問題はその測定結：果を如何に記録す

るかにある．適当な記録器迄ロケットに積んで，飛翔が

終った後，墜落した機体から回収する方法では破損その

他の理由で，ほとんど目的を達することが難かしい以

上，無線によるテレメー一タリγグが重要な手段となって

くる．これは現在高度に発達している多重通信の方式

を，もっとも適した形でとりいれることに相当する．

　現状の段階でのPtケットはとうてい入問の搭乗を許さ

ないし，また，将来人聞をのせられるものができるとし

ても，その運動状況から推すと，操縦の人手による制御

は，少なくとも主要部分では成立しないと考えられる．

この意陳から，自動操縦の問題が重要になってくる．船

舶や普通の航空機の自動操離，操縦は従来から種々開発

も行われているが，Pケットのような高速度，高加速度

の運動体で，しかもそれ自体として著しく不安定な対象

の自動制御機構には，多くの高度の技術の注入が必要に

なるものと思われる・回転運動平行運動としても6個

の自由度を含む多変数系の制御には，偏差の各座標成分

への分解，座標変換，自己の航跡の判別及び未来位置へ

の予測などを含めた操作量の算出が必要であり，少なく

とも計量型（アナログ型），要すれば計数型（ディジタル

型）の計算機構を制御ループ内にもつことが要求され

る．これらの計算機構は電子工学の華々しい成果の一っ

として，世上”人工頭脳”などと喧伝されている一・連の

ものに含まれるが，実際現象と関連しながら動作する必

要，すなわちいわゆる”実時聞動作（real－time　opera・

tion）”の必要があるため，新らしい観点にたった考察を

せねばならない．

　ロケットの進路を決めるには，地上に制御の中枢部を

おき，制御信号を無線で送って目的のところへ誘導して

行く力式が考えられる．すなわち，制御ル・一…プが無線信

号を媒介として閉じている方式で，この場合にはPtケッ

トから地上へのテレメータと並んで，地上からロケット
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に至るテレコソトロ・・一・7Uが重要な役割をすることとな

る・ロケットの航跡は各種のレーダー群の信号によって

地上に再現され，誘導信号がそれに応じて発せられる仕

組であって，事実上ロケットの操縦，制御と電子工学と

は，切り離して考えることができないとさえいえよう．

　自動計算機は基礎的な研究手段としても特に航空工学

の分野を対象としたものが要望されている．例えば制御

機構の開発のために，特に飛翔模擬装置（Flight・Simulat－

or）が有力な手段を提供する．前述のように，飛翔体自

身の運動は6自由度系で，その特性記述だけで12階の微

分方程式となる．これに更に空気力学的な力や，制御機

構の特性迄考えると，20～30階，あるいはそれ以上の階

数の微分方程式になる場合は少くないとされており（2），

当然予想される非線型特性ともあいまって，とうてい尋

常の解析手段の範囲内の問題ではないことが分る．飛翔

模擬装置はこうした系の解析や附属部分の合成に資する

ものであって，種々の力学的函数関係が電気回路の電位

間の関係と相似的であるように構成された一種のアナロ

グ型計算機である．以上は一例を示しただけであるが，

一般航空工学の多くの問題に対応して，種々の自動計算

機への要望は益々強まってきているのである（3）．

　以上，きわめて大雑把にではあるが，現在　Avionics

と一口にいわれている航空と電子工学の密接な関連につ

いて，一わたり考えてきた．もとより限られた紙数でそ

のすべてを解説するわけにはいかないので，ここでは比

較的新らしい問題を二，三えらんで内容に．4れることと

する．

2．　テレメータリング

　前述のようにロケッ1・は航空の新らしい可能性として

強い関心をもたれてきているが，高速飛翔の実験手段と

するにせよ，大気高層部の各種資料を求めるための測定

器の運搬手段を目的とするにせよ，テレメータリソグが

不可欠の問題となっている．

　高層気象観測に関連して従来ラジオ・ゾソデによるテ

ンメータの技術は相当に発達しており，わが国のレベル

も一流といえる段階にあるが，このような気球搭載での

上昇限度はぜいぜい20km程度である・ロケヅトは数十

km以上数百km（記録は389kmに達している）迄上昇可

能であり，このような大気高層部に達しうる手段は，今

のところロケヅト以外にはない．そのテレメータ技術に

は，気球招載の場合と異った問題が幾つか考えられる．

　第一は重量，容積の制限である．ロケットの搭載量は，

その規模，目標とする到達限度，飛翔の安定度などの諸

因子で制限される．米国における実状をみると，小型ロ

ケッ5のWAC・Corporalは，65～70kmが上昇限度であ

るが，測定器に許される重量は25ポソドにすぎない．

中型ロケヅトのAerobeeは100～110kmが限度・擦載

12

生産研究

可能重量は150ポソドで，14ポソド増加することに高度

が5km減るという．上昇限度の増大にH！　t，て送信電力

も相当に必要であり，加速度の点から堅牢であることも

要求される，空中線さえ空気力学的に苛酷な条件に曝さ

れることを考慮して設計されねばならない．

　ロケットのテレメーダ方式は，多重通信路であること

が望ましい．1個のロケヅト製作は決して少ない費用で

できるものではないから，1回の飛翔実験によって，で

きるだけ多様の実験を行わねばならないが，これらの資

料を，できる限り少ない要素によって，伝送する必要が

あるからである．元来多重通信の方式には，周波数分割

（Frequency　Division）　によるものと，時分割（Time

Division）による方式とがあり，それぞれ商用通信の分

野で著しい進歩を遂げ実用になっている・Pケットのテ

レメータリソグでも，原理的にはこのいずれかによるわ

けであるが，信号の変調形式によって多くの変化ができ

る．その通信理論的な得失は詳細に考察されているが（4）

問題は，限られた重量と容積のもとに，いかにして漏話

（1つの信号路の信号が他の信号路の信号に影響する現

象．誤差の大きな原因となる）の少ない簡単化された装

置を実現するかにあるのであって，決定版ともいうべき

方式は未だないようである．気球搭載の場合には，その

測定対象の変化が緩慢であるのと，上昇速度がきわめて

遅いために，機械的な切換装置で切りかえて諸データを

送っている（一種の時分割方式）．実験用ロケットの場合

には，発射から墜落まで，わずか数分にすぎないし，移

動速度も大きいため，純電子的な切換装置が必要である．

　以下二，三のテレメーダリソグ方式の実用化された例

について内容を紹介することとしよう．

（i）NRL・Sequential　System（5）

　米国のNaval　Research　Labo「ato「yでV’2・Vikin9

などのvケット飛翔実験の必要から開発された方式の1

つで，時分割，23チセyネル，PTM－AM方式である・

信号昇1 佑号＃2 ，　，　騨　一　’　一　，　曽　，　　　　P　F　－　一 倍号牛25

一　，

較正馨置

ま発騒　単騨贋 孝家定脚，し
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単安定理ワ几テ

@拝25

送信　稀
空中

倍号合威 蛮調器

　　第1図　NRLSequential　Systemの系統図

　第1図はその系統を示すプロヅク図である．すべての

測定結果は適当な変換器（transducer）によって，0～5V

の電圧変化の信号に変換されてテレメータ装置の入力に

なっている．各チャyネルは20秒ごとに，0および

3．5V（交互）の定電圧源に接続され，これで較正される

仕組になっている．図示の較正装置がこの部分で，それ

を経た信号は，23個の単安定型マルチバイブレータにそ

れぞれ加えられる．主発振器は約180PPs（5，600μsec
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周期）のパルスを発生するマルチバィブレータで，その

出力は第1の単安定型マルチバイブレータに加えられて

いる．単安定型マルチバイブレータはパルスの到来によ

って動作し，ある時間遅れたパルスを発生するが，その

特有の性質として，偏偽電圧にきわめてよく比例する遅

れの時間を得ることかできる．従って信号電圧を偏椅電

圧に重嬰して加えておけば，信号電圧に比例して遅れた

パルスを発生することになる．このパルスは第2の単安

定型マルチバイブレータに加えられ，ここで同様に第2

の信号入力電圧に比例する遅れでパルスが発生され，以

下同様に進行する．これらのパルスを一まとめにして合
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第　3　図　NRL－matrix　telemetering　System
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劃凱ス＃1　　＃2　　＃5　　　尋4　　＃5

　　テ翫一タ　　　データ　　　データ　　　　データ　　　デーヌ

　　　　　　　　　　　　　第2図パルス系図
成すると，第2図に示すように，それぞれのパルスの間

隔が，各チャyネルの信号に比例するパルス群が形成さ

れ，これがテレメータ信号として振幅変調により送信さ

れる．パルス聞隔は信号電圧をEvoltとしたとき・（50＋

30E）μsecになるようになっている．すなわち，最小50

乃至最大200Xisecの間変化する．したがって，23個目の

パルスのあと，少なくとも1，000μsecの間隔が次の主パ

ルス到来まであくことになるが．これは地上で受信する

時に同期をとるために必要である．送信機は周波数1，025

Mc／s，尖頭出力1kWで電源は乾電池．14”×14’t×20”及

び4”×8ft　×6ftの筐体に収容され，全重量は150ポソド

である．

　地上の受信装置では，アソテナが視覚またはレーダー

と連動でPケットを追尾するようになっている．受信さ

れた信号により，同期パルスを発生し，双安定型マルチ

バイブレータ群を順次動作させて，パルス間隔に等しい

継続時間をもって一定電圧の信　即月」1・JVス

号をつくり・これを鮒しても4仰sテ警’
との信号電圧を再現する．この　　　　　　　「1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘1

＃？5　　　　　　　　　　　　主ノ脅レス

i“－N　　　　　　　　　　圧に制御格子電圧が達すると，

　　　　　　　　　　　　　サイラトロyは通流状態となり

　　パルスを出すが，このパルスがでるまでの時間はデータ

　　信号に比例するので，時変調信号が得られることにな

　　る．31段目は遊んでおり，32段目の出力は7．9μsec聞隔

　　の三連パルス発生回路を駆動する．この特別な信号は受

　　信装置で分離され，受信機内の10kcの発振器を同期す

　　るのに用いられる．各段からの出力はまとめられて送信

　　機を振幅変調する．その信号波形は第4図に示すような

　　ものとなる．送信周波数は1，025Mc／s，尖頭出力は4kw，

　　電源は低圧蓄電池にコyパータを用いて高圧をえてい

　　る．装置は16”径，21f’高の円筒容器，電池は13｝9　x

　　7％”×8駈”，全重量は135ポソドである・

　　　受信装置は10kcの同期パルスにより各チャyネルを

　分離し，ビデオ信号をそのままブラウソ管上に描かせ連

　続のフィルムで撮映する方式で，計器部分を節約してい

　　る．

　　（iii）APL－Telemetering　System（6）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　デーダlt2　　　　　　　　ラSLダ4ギ50

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L－」＿L＿一
電圧を各チャソネルごとに真空　一一「00、μ5－－tOO）SLS＿－　　　　　　　　　　　　2　O　O）LL5
　　　　　　　　　　　　　　　←＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5，200μS
管電圧計で指示させ，計器群を

映画にとるか，あるいは電磁オ　　　　　　　　　第4図　Matrix　system　のパルス系列

ッシvで記録する．全体を通じて確度は2％である．　　　　　Johns　Hopkins大学のApplied　Physiρs　Laboratory

（ii）NRL－Matrix　System（5）　　　　　　　　　　　　　　でAerobeeの実験に関連して開発された方式で，　FM・FM

　Sequential　Systemの改良型としで7同じくNaval
Resear’モ?@Laboratoryで開発されたもので，　PTM－AM，

30チャソネルの方式である．Sequential　Systemの種々

の不安定の要因を除き，±1％と称する確度を実現して

いる．その系統図を第3図に示す．

　10kcの主パルス発生器の出力は32段のサイラトP

ソ・リソグ計数回路に加えられており，各段からそれぞ

れ100μsec幅の鋸歯状波がとりだされる．時変調回路は

やはりサイラト　Trソで，その制御格子には，データ信号

の6チャソネルの装置である。副搬送波は2．3，3，3．9，

5．4，7．35，及び12．3kcの6種で，それぞれ±7．5％の

周波数変調が最大入力に対して与えられる．NRLの方式

はいずれも時分割であるため，データは主同期パルスの

繰返し周波数（Sequential　Systemでeま180c／s，　Matrix

Systemでは312．5c！s）にょってサyプリソグされるため，

その施以上の高い周波数成分を含む信号は再現すること

ができない．多くの場合，この程度の追随性で十分では

あるが，APL方式のように周波数分割にすれば連続記録
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ができ，追随性を高めることも可能である．ただし追随

性を高めようとすれば，それだけ1チャソネルの占める

帯域幅が広くなり，漏話の影響を考慮すると副搬送波の

間隔を広くとる必要がでてくるので，チャソネルの数を

減らさなければならない場合もできよう．APL方式の追

随性は副搬送波の10％の周波数成分までということに

なっている．

　副搬送波の周波数変調方式は二通あってり一つは機械

的な測定量で直接変調する方式であり，他は電気的な測

定量で変調する方式である．前者はμメタルを機械的に

移動して，自励発振器のコイルのイソダクタソスを変化

して周波数を変化する．後者は移相発振器の抵抗要素の

一つを真空管の内部抵抗で与え，その格子に信号電圧を

加え内部抵抗を変化させることによって周波数変調を行

っている．（第5図）なお，較正装置はついていない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一薗

黶｡一暫一曽
@　　　　　　　馬

一一
一〇一

　　　　第5図　APL－Systemの変調回路

　送信機の周波数は219Mc／s，出力は2W．電源は蓄電

池と電動発電機の組合せで，全容積（アソテナを含む）

は340立方吋．電源，アソテナを除いた装置部分の重量

はわずか6．5ポソドにすぎない．

　受信装置はごく普通の方式で，対応する帯域濾波器で

チャソネルを分離し，弁別器で復調した信号は電磁オッ

シロに記録されるようになっている．確度は±5％程度

と称される．

　　3．　DOVAP（1）（Doppler　Radar）

　ロケヅトの航跡を求めるためには，三つの観測点から

得られる方位データによって位置を決定すればよいが，

追跡精度をあげようとすると，従来の普通のレーダーで

は不十分である場合が少なくないとされている．表記の

装置はDoppler効果を利用して，ロケッ｝の移動速度を

求め，それから位置を与えようとするもので，正確な位

置決定ができるとされている，

　周知のように運動体から一定の周波数で発射される電

波は，観測点との相対速度に比傍した周波数変化をうけ

て観測される．この現象がDOPP三er効果と呼ばれるもの

であるが，これを利用する考え方は，レーダー受信信号

の改善と関連して工夫されたものである．PPIレーダー

の場合に地形判別といったような静止体が観測対象であ

れば，受信信号によるレーダー図形の読取りには大きな

支障はないが，対航空機といった運動体が対象である

と，乱反射その他の擾乱によって，判別が著しく困難に

なるとされている．対象が運動体の場合には，反射波の

周波数はDoppler推移をうけて変化してくるから，その

周波数偏差に着目して弁別すれば，静止体からの反射信

号は消え，運動体だけ明瞭に観取できることになる．こ

14

生産研究

れがいわゆるDopplerレーダー装置として開発されたも

のの基本原理であるが，それをさらに位置標定に適した

形にしたものがDOVAP（DoPPIer　Velocity　and　Posi・

tion）装置である．

　その内容の概略は以下に述べる通りである．地上の固

定局からfという周波数で電波をだし，ロケットはそれ

を受信し，受信周波数の二倍の電波をつくって地上に向

けて送信する．Ptケットの対地上局相対速度ig　V（遠ざ

かる方向に測った値）とすれば，ロケットの受信周波数

はア（1－v／c）であり，その送信周波i数ex　2f（1－v／c）で

ある．これがさらに地上で受信されるときには，受信周

波数は2f（1－・v／c）2となる．したがっ・（2fとの差．4fv／c

を測定すればVケットの相対速度を知ることができ，飛

翔時間について積分すれば距離を求め得る．この距離は

送信点からPケットを経て受信点にいたる距離であるか

ら，ロケットは送，受信点を焦点とする一つの回転楕円面

上に乗る．受信点を三箇所におけば，三つの回転楕円面

の交点として，Vケノトの瞬間位置の座標を求めうるこ

とになる．ロケットで周波数を倍にするのは，送信点から

受信点に至る直接波の妨害を避けるためと考えられる．

　DOVAPは周波数の偏差を利用するので，精度よく速

度を知ることができ，またそれから位置が分るが，ロケ

ヅトがイナy層（D層60km，　E層］00km，より高層に
E2，　F、，　F2層など）を通過する際には，電波伝播の位相

速度が変化するため，誤差を招くおそれがある．したが

ってDOVAPの有効領域は一応イオソ層以下の高度とい

うことになるが，一方，逆にイオソ層内の位相速度の変

化から・イナソ密度などの重要な資料を求めるのにも利用

されている．この場合には，イオソ層以下の領域でロケ

ットの運動をDOVAPにより求め，それを初期条件とし

て真空中の運動を計算によって求め（推進機関の動作は

終っていて惰性のみで運動しているものとする）予期さ

れる速度とDOVAPによる測定結果との差から位相速度

の変化を算出するのである．

　　4．　結　　言

　初めに述べたように，航空と電子工学，すなわち，

Avionicsで総括される雇大な内容を網羅することは，ほ

とんど不可能に近いが，ざっとした瞥見と，そのなかの

二，三のトピックについて解説を試みた．近代航空と電

子工学が密接に関連している点を見て頂ければ幸甚の至

りである．本稿を草するに当りAVSA委員会の先生方

から色々と示竣を得たことを附記して，謝意を表する次

第である．　　　　　　　　　　　　　　　（1954．7．5）
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